











 1990 − 2000 年
                                                 　　中 敷 領  孝 能
　　　　　　　　　　　　　　　　 要　　　約
　2014 年 9 月の本論文執筆時点で，いくつか「デフレ脱却」を扱った文を目にするものの，
いまだ「デフレ脱却」が公式の認識にはなっていない。













　そこで，私は 1990 年から 2004 年までの「デフレ」という単語を含む日本の新聞
記事を研究した。そしてこれら記事における「デフレ」の用法を分類した。さらに，
日本の新聞において「デフレ」がどのように使用されてきたかを年を追って分析す














　本論文では，「なぜ日本が 15 年間もデフレであったのか」ではなく，「なぜ 15 年もデフレで
あると思われているのか」について検討するひとつの材料を提示したい。検討資料として新
聞記事 ( 朝日新聞 ) を使用する。ただし，最近までの期間を扱うのではなく，「デフレブーム」














　吉川洋『デフレーション』では「一般紙 3 紙 ( 朝日，読売，毎日 ) のデフレ記事数」という
1)　2013 年 10 月 10 日 「デフレ克服―我々の挑戦―」 黒田東彦 , 日本銀行 Web ページ
　https://www.boj.or.jp/announcements/press/koen_2013/ko131010a.htm/ (2014 年 9 月 10 日確認 )　
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図が掲載されている 2)。対象が 3 紙になっているが，本稿の図 1 とさほど変わるところがない。
「3 紙」のうちのひとつであるから予想されることである。比較対象として「インフレ」をあ
げてある。吉川の図の起点は 1990 年，終わりは 2012 年となっている。
図 1 デフレ・インフレ記事 ( 朝日新聞 ) 3)
　






　実際のところ，図によれば極めてデフレ記事が多くなる 2001 年以前でも 1990~97 の間，低
レベルではあるが記事は出ており，1995 年に一度数が増え，また，1998 年に 1995 年以上の数
を記録した後，2000 年にかけて減少している。記事数を追う限り，1990 年代も一定程度デフ
レについて新聞において取り上げられていたようである。また確かに吉川の言うように専門家
2)　吉川 (2013) p.20。同様の図は吉川 (2009) p.122にも見られる。
























　そして「デフレ ( デフレーション )」の定義である「物価の下落」に照らしてみると「バブ
ル崩壊後数年間は“デフレ”だったとは言えない」 と指摘している。吉川はもっと広く「デフレ」
を考えているので，起点を 1993 年にとっているのであろう 6)。それに対応して，同書では日本
経済新聞の最初の引用が 1993 年 2 月 13 日のものとなっている。この記事をはじめに「デフレ」
記事の分析は行われているのであるが，にもかかわらず「デフレがどのようにメディアで論
















　デフレの影響について，吉川は 1990 年代後半から 2003 年春まで，デフレが「不良債権問題
と合わさったとき，マクロ経済にとって大きな脅威となる」とし，また，それ以降は「日本経







　表 1 は，2010 年基準の消費者物価指数 ( CPI，生鮮食料品を除く総合，以下同じ ) の水準の
グラフと政府の景気基準日付を同時に表示したものである。景気の山から谷への期間に網掛け
を施してある。期間は 1990 年 1 月から 2014 年 7 月である。
図 2 CPI, 景気基準日付















表 1 景気基準日付 ,CPI, 増加年率 , 期間
　　　　　　　　　　　　
出所 ) 内閣府
　5 回の景気後退期間中，CPI が低下したのは 3 回。かつその低下年率は小さい。
–1% を下回
るのは 2000 年 11 月から 2002 年 1 月および 2012 年 4 月から 11 月である。後者の後退期間は



























指摘していることだ 10)。デフレという用語の 2 つの意味，すなわち物価下落と需給ギャップ ( ま
たはいわゆる「景気」) の混同例として次のように述べている 11)。
今の日本はデフレ ( 不景気 ) だ，そのために困ったことがたくさん起きている，だからデフ











  9)　小菅 (2003) p.92　
10)　小菅 , 前掲 , p.18
11)　小菅 , 前掲 , p.19
12)　2001年 3月 岡本直樹 (2001)
13)　そして実際に混乱が続いた。小菅 (2003) p.20






　主な「デフレ」用法は物価下落としての本来のデフレ，需給要因 ( 景気 ) としてのデフレ，

















































　「無関係」と判定した記事は 149 件。前述のように書籍名や書評，川柳などで，全体の 4.0%
である。無関係と分類された記事の初出は 1995 年であり，逆に見れば 1995 年ごろより本来の
使用法でない用語の使用が行われていることを示すものであり，少なくとも一部に「デフレ」
という単語が 1995 年ごろに定着しはじめたことが推測される。
　ひとつの記事に用語「デフレ」が登場する回数が 1 回に限らないこと，1 つであっても意味








　単純に集計した積み上げまたは積み上げ 100% グラフと，1 記事あたりの複数分類の合計を




図 3 記事分類 / 積上
注 ) 「デフレ」は物価下落 以下同じ
図 4 記事分類 / 積上 100% グラフ
　積み上げグラフを見ると，確かに 2001 年から「デフレ記事」が増えており，また物価下落
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法がある程度使われるようになるのは 1997 年からで，1998 年，2001 年ごろに使用例が多くな
っているが，2004 年までも少ないながら使用される例がある。
　次に記事が国内のものを扱っているかどうかという点について概観する。




ものの，最初期の 1990，1991 年は比較的国外などの記事が多くなっている。また，1996 年か
ら 1999 年までも比較的国外または国内外・世界に分類される記事が多くなっている。2003 年
も全体の記事の絶対数が多いため比率では少なくなっているが，国外のデフレ記事の絶対数は

















6.1　1990 年から 1994 年
　以降のグラフは記事が国内のみを扱ったものと判定されたもののみで描かれている。また，
グラフは前節で説明したように 1 記事あたり分類の合計を 1 に基準化したものである。
図 6　分類 1990-1994 年
 　
　1990，1991 年はそもそも記事数が極めて少ない。国外や無関係なものも含めた記事総数で
も 22, 18 である。
　1990 年の記事で「価格低下」と判定されるのは 2 つだが，ひとつは「デフレにならない」
というものであり，もうひとつは価格と明確に判定できず，かつ仮定の話である。半数以上は
デフレーターとなっている。需給要因 (不況など含む ) を意味する用法が1991年で出ているが，
その本数は 1994 年までさほど変化がない。




　1990，1991 年共に記事数総数は 20 ほどだが，国外の話であったり，歴史上の逸話であった
りと，「他人事」を扱った記事が多いと言えるだろう。























　1993 年 12 月 16 日夕刊の記事には特徴的な用法が見られる。そこでは平岩外四座長の経済
改革研究会が細川首相に提出した報告 ( 平岩レポート ) が全文掲載されており，1 箇所のみ「デ
フレ」が登場するのだが，生活や経営の安定の基礎は「インフレ ( 物価騰貴 ) もデフレ ( 雇用
不安 ) もない経済」である，とされている。記者の書いた文ではないが，首相に提出する文章
でこのような用法になっているわけである。
　1994 年にはいると，通常の意味でのデフレ記事が登場する。1994 年 1 月 28 日の消費者物価
指数の記事である 22)。ただし，その記事自体は消費者物価指数が「昨年 1.3% 上昇した」こと
を伝えるもので，耐久消費財の価格が 1.0% 下落するといった「不況と円高によるデフレ効果」
があったことを示すものである。その少し前，15 日付の記事で昭和恐慌と現在 ( 当時 ) を比較
し，類似点のみを強調する考え方を戒め，「今後，また円高が急に進んだり，株価が再暴落し
たりすれば別だが，通貨供給量 ( マネーサプライ ) の増加率や物価上昇率が大きくマイナスに
なっていく，とは考えにくい」としている 23)。
　1994 年最後半になると「デフレ下の景気回復」という表現がちらほらと出現する。12 月 9
日 24)，12 月 27 日 25) の記事を読むなら「デフレ」が物価下落，という意味に使われていると言
えるかもしれない。ただし，断定はできない。なぜなら，「デフレ下の景気回復」の初出は 12
月15日の「経済気象台 26)」のもので，そこでは「資産デフレ下での景気回復局面」となってい
22)　朝日新聞，夕刊「消費者物価指数，昨年は 1.3%上昇  不況と円高で落ち着く」 以下，明示しなければ新聞
　記事は朝日新聞朝刊である。
23)　「安易な“昭和恐慌再来論”  似ているが…  企業・生活に余力」
24)　「物価上昇率が焦点，新経済計画へ影響必至  来年度・政府経済見通し」

















図 7 分類 1995-1997 年
　
　1995 年は 1994 年末同様 1 月あたり数件というデフレ記事が続くが，1995 年の総数を大きく
しているのは 6 月から 9 月であり，この期間にそれぞれ 28, 26, 13, 28 件という ( 以下，国内の
み，かつ無関係な記事含まない件数 )，1994 年までであれば 1 年のデフレ記事総数と同程度の
デフレ記事が 1 ヶ月間に掲載されることになる。















し，松下総裁の「デフレ懸念」は 7 月 6 日の会見で「物価下落が企業収益を圧迫しているとは
考えられず，デフレ的状況とはいえない」と伝えられたことから判断すると，単なる物価下落
ではなく，「企業収益の圧迫」という景気的要素が必要であるということになる。
　少し前， 6 月 7 日の 「景気交差点」 という特集記事の「中」  「しのびよるデフレの危険」では





　突如デフレスパイラルが問題にされた背景は 6 月 9 日の経済気象台記事，21 日 OECD 経済
見通しの紹介記事にあるように，この時期急速に進んだ円高であろう 30)。











　95 年の 9 月ごろまで続いたデフレミニブームは円相場の下落と共に収束したと言えるだろ





　97 年は 96 年よりデフレ記事がやや増加しているが，基本的に年末 11，12 月の記事による
ものである ( それぞれ 9，12 本 )。景気後退が明確になり，それが「資産デフレ」や「デフレ
財政」によるものだ，との指摘が出てきたことが大きく影響している。この時期の「デフレ」




















図 8 分類 1998-2000 年
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　この 3 年では 98 年の記事数が多いが，1998 年は特に 10, 7, 4 月の記事数が多くなっている。
記事数はこれらの月で一月あたり 20-30 前後であるが，95 年が一過性のデフレブームで終わっ
たのとは異なり，やや持続期間が長くなっている。
　1998 年に入ると，1 月 23 日付経済気象台で，個人消費の落ち込みからくるデフレ記事，3
月 2 日付の三和総研の物価という意味でのデフレ予測の紹介記事が載ってくる 31)。
　4 月になると，しばらく絶えていたデフレスパイラルへの言及が突如復活する ( 図 9)32)。
図 9 頻出熟語の一部
 
　その契機となったのは 4 月 2 日の日銀短観の発表である。翌 3 日には「キーワード」として
デフレスパイラルの意味が紹介される。それによれば「物価下落と景気後退が同時に起きるデ
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呼び，景気回復が進まないデフレスパイラルに悩まされている」という一文が 1999 年 3 月 16
日の経済気象台に登場した。「デフレ」が全く物価下落概念と関係がない典型である。ただし，
「景気後退と物価の下落がらせん状に進んでいく」といったより妥当な説明も見られる 33)。












　「デフレ」を物価下落と解釈することが妥当な記事も存在感を増す。例えば 1999 年 5 月 29
日の「逆風直撃，6 社赤字　製品値崩れ，円高も影響　電機大手 9 社」では「製品の価格がず
るずる下がり続ける「デフレ現象」が各社の収益を直撃した」という一文がある。




　デフレ記事は，1998 年 10 月をピークとし，1999 年の 8 月ごろにかけて徐々に減少してゆく。
おそらくはこの時期の金融危機の盛り上がりと収束を背景とするものであろう。その後，2000























　記事のうちデフレスパイラルを扱ったものは 1998 年 7 月をピークとして，翌年 5 月ぐらい
まで一定程度掲載される。その収束はおそらく 1999 年 5 月 18 日付「政府の雇用・産業競争力
強化策」の要旨記事で，そこでは「金融システムは安定化，デフレスパイラルの危機は脱した」
とし，さらに同月 27 日に OECD の閣僚理事会で今井宏経済企画庁政務次官が「デフレスパイ
ラルの危機は脱し，景気は下げ止まりつつある」と語った記事あたりにあるだろう。
　2000 年の特徴は「不明」と分類されるものが激増していることである。
　「デフレ懸念」という言葉は 98 年から増加していたが，それを含む記事は 2001 年にかけて
31, 26, 78, 23 件となっており， 2000 年は突出している。2000 年の対象となる記事数 ( 国内の
み，無関係除く記事 ) が 126 件であるから，実に 62% が「デフレ懸念」について触れたもの
になっている。「デフレ懸念」は日本国内ではない場合にも頻繁に使われる熟語だったが，こ
の言葉が国内で頻繁に使用されるようになったきっかけは 1999 年 4 月 14 日記事の速水優・日
銀総裁の会見のコメントだろう。そこでは速水が「デフレ懸念の払しょくが展望できるまで




















が 2000 年 6 月 20 日夕刊に掲載されている。細野が教えている予備校生徒約 200 人にインタビ
ューしたところ，7 割以上がデフレの意味を知らなかったというのである ( このことを細野は
若い人の深刻さ，としている )。デフレという言葉が整理して使われていない以上，予備校生
徒の側にその原因を一元的には求められないであろう。





できないだろうが，この期間，「デフレ」があらわれた投書は 1998 年から 3 年は 2, 0 ,1 件と極













図 10 分類 2001-2004 年
 
　2001 年から 3 年は非常に「デフレ記事」の多い期間である。特に 2002 年は爆発的といって
もよいほどデフレ記事で溢れている。実際のところ，CPI の値は 1999 年後半~2000 年 5 月ぐ





　2001 年から見る。2000 年 11 月のデフレ記事は極めて少なくなっていたのだが，2000 年 12
月 5 日記事にGDP 統計が発表される 38)。GDP 自体は前期比 0.2% 増とわずかではあったが実質
で増加したものの，名目では 2 期連続の減少となった。この記事では GDP デフレーターが
4-6 月期に「この 20 年で最大のマイナス」になったことが指摘され，堺屋太一経済企画庁長
38)　「押し上げた企業部門 『公需』の落ち込み支える　GDP0.2%増」

























　3 月 1 日には速水総裁がデフレスパイラルになる可能性がありうる，とした記事が掲載され，
一時のデフレ懸念後退の雰囲気ではなくなる 41)。3 月にはデフレスパイラル記事が 1 日から4日
まで計 8 本掲載され，年間を通じてみると 98 年を上回る 74 本となっている。その他，補正予
算案を成立させる際の小泉首相のデフレスパイラル発言 42)，竹中平蔵経済財政担当相の「デフ
レスパイラルの入り口にある」発言 43) などがあった。ただし，記事総数自体が多いので，デフ
レスパイラルが登場する記事の占める割合は 2001 年で 17% と比率はそれほど高くない 44)。
　3 月 4 日に，内閣府が「デフレ」の定義を今後見直す，という記事が掲載され，これは 20







45)　新聞記事は 3月13日 「景気の現状，デフレ認定　『物価下落 2 年以上』と定義　内閣府」。
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基本的に CPI を指すものとされ，「持続的」というのは文中「2 年」というのが例示されてい
る 46)。その後，政府は「デフレ宣言」をした。
　ただ，この定義によってその後のデフレ用法が統一されたかと言えば，「デフレ」という言









フレ圧力」という熟語は 2002 年が最も多くなっているが，2001 年がそれに次いでいる。「デ
フレ圧力」は必ずしも需給圧力を意味しない。文脈から「価格低下圧力」と読める場合もある
が，どちらとも判断しづらい場合も少なからずある。







　2001 年から 2002 年をつなぐものとしては「デフレ対策」がある。
　2001 年 9 月 5 日に経済財政諮問会議で今後デフレ対策を行うという記事 48) や，量的緩和でデ
フレ対策を行うことを日銀に竹中平蔵経済財政担当相が求める記事 49) などがある。12 月に入
るとデフレ対策記事が再び増えるが，中には自民党税制調査会の資産デフレ対策の記事もあ
46)　3月26日の投書欄に定義変更に関連付けて「失政隠し狙う，デフレの合唱」という投書が掲載されている。
47)　早くも 5月 1日に柳沢伯夫金融担当大臣のインタビュー記事で柳沢は 「物価が下がり，経済成長もマイナス
　になるデフレ」と述べている。もっとも，記者がデフレの解説を付け加えた可能性もある。
48)　「『目玉』盛り込み，『本気』アピール　構造改革工程表中間案発表へ」






やした主因であるということができる。1052 本中 ( 国内のみ，無関係除く ) のデフレ記事中，
54% にあたる 568 本がデフレ対策に触れている。





成には問題ない。その実際を 2 月 9 日の記事に見てみよう 51)。
　










あるいは資産デフレ対策などである ( インフレ目標値の導入も求めた )。この委員会の記事も
2002 年における「デフレ対策」記事の膨張の一助となっている ( 記事数は 43)。













断上のことであり，それ以外の場面では自ら異なる意味で使用する ( あるいは意味を持たない )
など，1 年足らずにして限定は見られなくなっている 53)。
　デフレ対策に戻ると，この対策は，2 月 18 日の日米首脳会談にあわせてセットされたもの
であることがわかっている。そこで米側のお墨付きを得た多様な「デフレ対策」を行う理由付
けができたことになる 54)。
　2 月 22 日には「デフレ対策」ブームを反映してか，「デフレ対策，何が効く？　話題の手法
を点検」という記事が掲載されており，当時議論されていた手法が「不良債権処理」で 2 つ，





























































記事 2002 年 8 月 13 日のものと，同年 11 月 16 日の「be between」の調査がある。前者で





































懸念」の大波があった ( 図 9)。悪いものでなければなぜ懸念されるのか。実際には 2003 年に
ピークを迎えるが，「デフレ克服」「デフレ脱却」という熟語も頻繁に登場する。さらに，「デ
フレ退治」といった，デフレがあたかもモンスターであるかような表現もいくつか見られる






57)　一方で , 賃金削減がデフレを招いているという説がある。 例えば吉川 (2013),　脇田 (2014)。


































Expressions and Understandings of “Deflation” in 
the Japanese Newspaper, from 1990 to 2002
　 　In Japanese, “DEFRE” is originally an abbreviation for 
deflation. But, in point of fact, DEFRE has many more meanings. 
Sometimes it means recession or deflation of assets.
At the time September 2014, now, Japan is still said it did not exit 
from the DEFRE. And sometimes the “DEFRE” has continued 
for over 15 years. Curiously, most Japanese people do not feel it 
strange. It is strange, because, there were periods that CPI raised 
apparently. In addition, CPI tends to rise nowadays.
In this article I try to establish a basis to solve this mystery 
partially.
　 　This mystery is explained from the fact that DEFRE has 
many meanings in some extent. Japanese economy is considered to 
stagnate for long time. From the point that “DEFRE” means also 
stagnation, it is not strange that Japan has not exit from “DEFRE”. 
But I don’t think this reason explains all of this mystery.
So, I researched articles of Japanese Newspaper that contain 
the word “DEFRE” from 1990 to 2004. And I sorted the usage of 
“DEFRE” in those articles. Additionally, I try to explain how the 
word “DEFRE” used in Japanese Newspaper year by year. The 
limitation of volume of this article make this analyze not to 2004 
but to 2002.
At the end of this article, I propose three hypotheses why people 
consider “DEFLE” to be evil.
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